
決議   

 
新型コロナウイルス感染症の国内発生から約２年が経過した。長年にわたる公衆衛生行政の縮

小が保健所機能の低下をもたらした上に、検査キットの不足やワクチン接種体制の整備の遅れな

ど、政府の対応は後手後手に回り、それが、第６波の爆発的な感染拡大にもつながった。 
今回、病床逼迫や医療従事者の人材不足など医療提供体制の脆弱さが改めて浮き彫りとなり、

疲弊した医療現場の建て直しは喫緊の課題である。 
しかし、来年度予算においても政府は社会保障費抑制の路線を踏襲し、４月の診療報酬改定で

も医療機関の経営の継続、安定のためには極めて不十分だといえる。 
また、国民は度重なる自粛要請の中で心身ともに疲弊している。実質賃金が下がり続ける中で

雇用環境は更に悪化し、公的年金も２年連続で引き下げられた。更に、ウクライナ情勢が石油製品

や食料品の物価上昇に拍車をかけ、経済的な打撃を受けている。 
このように、国民が生活に大きな不安を抱えている状況にも関わらず、10 月からは後期高齢者

の窓口 2 割負担が導入されようとしている。このまま負担増が実施されれば患者が必要な医療を受

けることができず、命の危険に脅かされる事態が懸念される。 
今回のパンデミックを機に、政府は医療・社会保障の充実や賃金アップのための環境整備など、

国民が安心して暮らせる社会に向けて、抜本的な政策転換を図るべきである。 
 本総会にあたり、我々は、医療機関の経営を守り、国民医療の充実・改善を目指す立場から、

国・政府に対し、以下の要求実現を求めて決議する。 

 

一、国民の健康と生活の維持、経済回復のためにも、新型コロナウイルス感染症の収束を最優先

課題として取り組むこと。 

一、地域医療の維持、強化のため、コロナ終息後も見据えた診療報酬の抜本的な引き上げを行う

こと。 

一、全ての世代の患者の窓口負担割合を軽減すること。とりわけ高すぎる３割負担を２割に引き下

げること。また、後期高齢者の窓口２割負担制度の導入は中止すること  

一、公立・公的病院の再編統合などの地域医療構想は見直し、余力のある医療提供体制を確保

すること。 

一、紹介状なしの病院受診への定額負担拡大、市販類似薬の保険外し、受診時定額負担などの

患者負担増計画をやめること 

一、消費税は当面、税率を 5％に引き下げ、将来的には廃止すること。 

一、社会保障財源は応能負担の原則に基づき保険料や税の累進性を強化して確保すること。 
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